
も発達センターにおいて 児童発達支援事業を利用している児童が、ケアプランに基づき、地域の中で他の児童とともに育ちあえるこ
施策目的・

(2)目的 、相談・訓練・通所支援を行って発達を促すとともに、子どもの保護者に対する支援を行います。また、民 事業目的 とを目的とし、実施内容については個別療育計画を作成し実施する。
展開方向

間事業所や保育園、幼稚園に対する発達支援のノウハウの提供や保護者向けの学習会の開催などを通じて、
　療育専門委員会で承認をされた児童について保育所等訪問支援を行うこととします。実施に当たっては、 市内の保育園と日程を合わせ、５月～翌年２月（８月、１２月を除く）まで保育園に通園し、発達支援をし
こども発達センターの職員が同行し、市内の保育園（５園）の中で集団生活を体験することにより、児童の ます。
健やかな発達を支援します。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

出席率 想定値 90当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 保育園での集団生活を経験させることで発達支援を行う。 直接 出席率（出席日／出席予定日数） ％ 75 90

   ３年後 保育園集団を経験させることで発達支援を行う。 直接 出席率（出席日／出席予定日数） ％ 80 90

   最終(概ね５年後) 保育園集団を経験させることで発達支援を行う。 直接 出席率（出席日／出席予定日数） ％ 85 90

年度によって対象児童数に変化がある。また、病気などで欠席することがある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

生活支援員賃金 9,141 生活支援員賃金 9,141 生活支援員賃金 9,141 生活支援員賃金 9,141
燃料費 38 燃料費 71 燃料費 71 燃料費 71
修繕費 18 修繕費 50 修繕費 50 修繕費 18
システム委託費 128 消耗品費 31 消耗品費 31 消耗品費 31

手数料 15 手数料 15 手数料 15
事務機器使用料 30 事務機器使用料 30 事務機器使用料 30
自動車重量税 6 自動車重量税 6 自動車重量税 6

実施内容 ＊ 自立支援給付費請求システムクライア 37 自立支援給付費請求システムクライア 37 自立支援給付費請求システムクライア 37
ント追加分保守委託 ント追加分保守委託 ント追加分保守委託

(8)施行事項
費　　用 ＊ 自立支援給付費請求システムクライア 389

ント追加作業委託

予算(済)額 合　　計 9,325 合　　計 9,770 合　　計 9,381 合　　計 9,349
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 9,325 7,124 6,735 6,703

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 ■受益 □債務 □基金 ■その他 2,646 □特会 ■受益 □債務 □基金 ■その他 2,646 □特会 ■受益 □債務 □基金 ■その他 2,646
換算人数(人) 0.9 0.85 0.85 0.85
正職員人件費 8,190 7,565 7,565 7,565

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 8,316 8,316 8,316 8,316

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 17,515 17,335 16,946 16,914
(11)単位費用

194.61千円／％ 192.61千円／％
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　 ○①事前確認での想定どおり
こども発達センターに通園する４，５歳児の児童の健やかな発達を促すことを目的に、地域の中で共に育ち合える環境を ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 保障するために市内保育園の場で集団生活を経験させることを行います。今後も障害の程度に関らず、健常児のなかで集 ○要
   背景は？(事業の必要性) 団生活を経験する場を提供していくことが望ましい。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
75 90 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 ■⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 17,335 180
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

1.03

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.52

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 466 課コード 1706 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 早期発見・早期療育 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・こども発達センター

個別事業 保育所等訪問支援事業所「おひさま」による発達支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.85 人）
(1)事業概要

(当　初) 17,335 千円 (うち人件費 7,565 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33106 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第４次健康福祉総合計画・

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

発達に支援が必要な子どもに対しては、児童発達支援センターの機能を有するこど



て 　粗大運動や巧緻運動発達・ＡＤＬ・コミュニケーションなど様々な面の発達支援を行います。それらの中
施策目的・

(2)目的 、相談・訓練・通所支援を行って発達を促すとともに、子どもの保護者に対する支援を行います。また、民 事業目的 で、現在・将来に渡る生活を考慮した指導や相談・援助を対象者及びその対象者に関係する方々へ行います
展開方向

間事業所や保育園、幼稚園に対する発達支援のノウハウの提供や保護者向けの学習会の開催などを通じて、 。
　作業療法訓練が必要と認めた児童を対象に、作業療法士が概ね月１回の頻度で個別訓練・指導・相談を行 対象児童への個別訓練を定期的に行うため、また評価・相談を行うために、担当者が事前に日程調整を行う
います。また随時、幼稚園・保育園・学校など地域への相談・指導も行うことで、地域支援も行います。 。

当該年度 ・実施時間…月曜日～金曜日、午前９時から午後５時。
執行計画 ・訓練時間…５０分（１回あたり）

(3)事業内容 内　　容

作業療法訓練を要する児童に作業療法訓練を提供できた割合（％） 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 必要な子どもとその家族に必要な支援を行う。 直接 実施率 ％ 80 100

   ３年後 必要な子どもとその家族に必要な支援を行う。 直接 実施率 ％ 80 100

   最終(概ね５年後) 必要な子どもとその家族に必要な支援を行う。 直接 実施率 ％ 90 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

嘱託報酬（作業療法士） 2,113 嘱託報酬（作業療法士） 3,169 嘱託職員報酬（作業療法士） 3,169 嘱託職員報酬（作業療法士） 3,169
旅費（費用弁償） 38 旅費（費用弁償） 56 旅費（費用弁償） 56 旅費（費用弁償） 56
消耗品費 23 普通旅費 4 普通旅費 4 普通旅費 4
研修旅費 22 研修旅費 16 研修旅費 16 研修旅費 16
委託料 65 消耗品費 99 消耗品費 99 消耗品費 99
備品購入費 300 修繕料 65 修繕料 65 修繕料 65

＊ 備品購入費 2,946 通信運搬費 158 事務機器使用料 30 事務機器使用料 30
実施内容 事務機器使用料 30 備品購入費 100 備品購入費 100

備品購入費 688
(8)施行事項

費　　用 ＊ 体幹機能向上スペースブロックセット 294

予算(済)額 合　　計 5,507 合　　計 4,579 合　　計 3,539 合　　計 3,539
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 5,207 4,279 3,239 3,239

その他の財源 □特会 □受益 □債務 ■基金 □その他 300 □特会 □受益 □債務 □基金 ■その他 300 □特会 □受益 □債務 □基金 ■その他 300 □特会 □受益 □債務 □基金 ■その他 300
換算人数(人) 1.4 1.7 1.7 1.7
正職員人件費 12,740 15,130 15,130 15,130

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,113 2,113 2,113 2,113
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 18,247 19,709 18,669 18,669
(11)単位費用

182.47千円／％ 197.09千円／％
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　我孫子市には発達に遅れを持つ児童が、継続的に安心して受診し、障害についてや将来の生活について相談できる医療 ○①事前確認での想定どおり
機関はなく、こども発達センターが部分的にその役割を担っています。また、明らかな原因疾患の無い場合で、運動の協 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 調性などに問題のある児童に対しても指導・相談・援助する機関はこども発達センターしかありません。幼稚園・保育園 ○要
   背景は？(事業の必要性) ・学校などに対して指導・相談・援助などの地域支援の役割も担っています。このような状況で作業療法士の指導・相談 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

・援助を引き続き行っていくことは、必要と考えます。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
80 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 19,709 △1,462
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△8.01

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.51

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 1722 課コード 1706 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 早期発見・早期療育 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・こども発達センター

個別事業 作業療法士による相談・訓練 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 1.7 人）
(1)事業概要

(当　初) 19,709 千円 (うち人件費 15,130 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33106 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第４次健康福祉総合計画・

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

発達に支援が必要な子どもに対しては、児童発達支援センターの機能を有するこども発達センターにおい



達センターにおいて 子どもが成長する節目節目の段階で関る機関や支援者から一貫した支援を継続して受けられるようにするた
施策目的・

(2)目的 、相談・訓練・通所支援を行って発達を促すとともに、子どもの保護者に対する支援を行います。また、民 事業目的 め、子どもに関する情報を綴る「ライフサダイアリー」を保護者に配布し、情報伝達ツールとして活用でき
展開方向

間事業所や保育園、幼稚園に対する発達支援のノウハウの提供や保護者向けの学習会の開催などを通じて、 るよう支援することを目的とします。
子どもに関する基本的情報のほか、各様式に記載できる成長の記録や医療・福祉・療育・教育機関が作成し ・ライフダイアリーの開発、普及に関し検討会を開催し、学童期以降の様式やモニタリング方法の検討、普
た情報を綴るライフダイアリーを希望する対象児とその保護者に配布し、作成に関する援助を行います。ま 及方法を定める。
た、子どもの成長の記録を綴りこむことができる、子育て支援ツールの一つとして周知を図り、現時点での 当該年度 ・ライフダイアリーの利用に関する要綱等の規定整備。
支援の必要性の有無にかかわらず、広く配布を行います。ライフダイアリーは保護者の下で保存・管理して 執行計画 ・ライフダイアリー作成…１，０００冊

(3)事業内容 内　　容 いただき、その記録を活用し家庭及び関係機関との情報共有化を円滑かつ正確に行うことができるように支 ・配布対象者名簿の整備（モニタリング調査・アンケート調査実施時の基礎資料）
援します。

現年度新生児への全員配布及び転入者のうちの希望者 想定値 1,000当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 一般の子育てや支援の必要な子どもの、成長・発達状況など、育ちについての情報の伝達が円滑かつ正確に行われる。 直接 ライフダイアリーの年度未所持者数 人 120 500

   ３年後 支援の必要な子どもについての、情報の伝達が円滑かつ正確に行われる。 直接 ライフダイアリーの配布数 人 700 1,000

   最終(概ね５年後) 支援の必要な子どもについての、情報の伝達が円滑かつ正確に行われる。 直接 ライフダイアリーの配布数 人 800 1,000

・ライフダイアリーを配布する関係各課の協力を得るため協議を行っていく。
(7)事業実施上の課題と対応 ・ライフダイアリーの活用を広めるための周知、啓発を進める。 代替案検討 ○有 ●無

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費 50 ＊ ライフダイアリー消耗品 522 ライフダイアリー消耗品 425 ライフダイアリー消耗品 522
　ライフダイアリー表紙用ステッカー 　リングファイル　282,636円 　ライフダイアリー表紙用ステッカー
　（2,000枚）　97,200円 　コピー用紙　111,533円 　（2,000枚）　97,200円
　リングファイル　282,636円 　カラーペーパー　1,691円 　リングファイル　282,636円
　コピー用紙　111,533円 　ファイル用ポケット　28,512円 　コピー用紙　111,533円
　カラーペーパー　1,691円 ライフダイアリー様式印刷 44 　カラーペーパー　1,691円
　ファイル用ポケット　28,512円 　ファイル用ポケット　28,512円

実施内容 ＊ ライフダイアリー様式印刷 44 ライフダイアリー様式印刷 44

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 50 合　　計 566 合　　計 469 合　　計 566
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 50 566 469 566

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.3 0.4 0.4 0.4
正職員人件費 2,730 3,560 3,560 3,560

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 2,780 4,126 4,029 4,126
(11)単位費用

5.56千円／人 4.13千円／人
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　支援を必要とする児が、ライフステージごとに支援の担い手が変わる移行期に、一貫した支援が継続される方策の確立 ○①事前確認での想定どおり
は療育・教育システム連絡会においても、千葉県においても早急に整えることが求められている。また、児童福祉法の改 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 正に伴い、障害の有無にかかわらず「気になる子」への支援も求められている。ライフダイアリーが普及することにより ○要
   背景は？(事業の必要性) 保護者が主体となって情報を管理し、支援を必要とした時に各支援機関への情報提供が容易となり、支援が必要な児童等 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

が安定した社会生活を送るための一助となると考えられる。
　
●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
120 500 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,126 △1,346
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△48.42

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 12.12

人 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 1789 課コード 1706 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 療育・教育システムの充実 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 子ども部・こども発達センター

個別事業 ライフダイアリーの開発・普及 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成２３年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,126 千円 (うち人件費 3,560 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33106 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第４次健康福祉総合計画・

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

発達に支援が必要な子どもに対しては、児童発達支援センターの機能を有するこども発


